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(単位：円)

資産の部

Ⅰ　固定資産

　１　有形固定資産

　　　　土地 1,234,960,000

　　　　建物 3,486,099,320

　　　　　減価償却累計額 △ 1,409,382,084 2,076,717,236

　　　　構築物 220,160,356

　　　　　減価償却累計額 △ 158,638,835 61,521,521

　　　　工具器具備品 76,975,016

　　　　　減価償却累計額 △ 63,583,854 13,391,162

　　　　図書 434,616,754

　　　　車両運搬具 5,514,676

　　　　　減価償却累計額 △ 5,083,851 430,825

　　　　　　有形固定資産合計 3,821,637,498

　２　無形固定資産

　　　　ソフトウェア 0

　　　　電話加入権 4,000

　　　　　　無形固定資産合計 4,000

　３　投資その他の資産

　　　　その他 117,900

　　　　　　投資その他の資産合計 117,900

　　　　　　　固定資産合計 3,821,759,398

Ⅱ　流動資産

　　　現金及び預金 221,243,072

　　　未収入金 632,004

　　　たな卸資産 185,374

　　　立替金 272,606

　　　　　流動資産合計 222,333,056

　　　　　　　　資産合計 4,044,092,454

貸　借　対　照　表

(令和2年3月31日)
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(単位：円)

負債の部

Ⅰ　固定負債

　　　資産見返負債

　　　　資産見返運営費交付金等 85,589,094

　　　　資産見返寄附金 8,013,753

　　　　資産見返物品受贈額 393,494,958 487,097,805

　　　長期リース債務 2,094,085

　　　　　固定負債合計 489,191,890

Ⅱ　流動負債

　　　運営費交付金債務 19,398,582

　　　預り科学研究費補助金等 6,238,663

　　　預り金 6,352,077

　　　未払金 37,315,051

　　　未払費用 2,022,528

　　　短期リース債務 2,471,792

　　　　　流動負債合計 73,798,693

　　　　　　負債合計 562,990,583

純資産の部

Ⅰ　資本金

　　　地方公共団体出資金 4,717,680,000

　　　　資本金合計 4,717,680,000

Ⅱ　資本剰余金

　　　資本剰余金 30,383,862

　　　損益外減価償却累計額（△） △ 1,425,047,229

　　　　資本剰余金合計 △ 1,394,663,367

Ⅲ　利益剰余金

57,870,389

65,118,387

　　　当期未処分利益 35,096,462

　　　（うち当期総利益） （ 35,096,462 ）

　　　　利益剰余金合計 158,085,238

　　　　　純資産合計 3,481,101,871

　　　　　　負債純資産合計 4,044,092,454

         教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善等積立金

　　　前中期目標期間繰越積立金
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(単位：円)

経常費用

　業務費

　　教育経費 89,205,217

　　研究経費 36,709,160

　　教育研究支援経費 78,146,715

　　役員人件費 17,890,793

　　教員人件費 460,680,747

　　職員人件費 144,010,212 826,642,844

　一般管理費 71,130,759

　財務費用

　　支払利息 105,922

　　その他財務費用 0 105,922

　雑損 9

　　　　経常費用合計 897,879,534

経常収益

　運営費交付金収益 656,310,437

　授業料収益 184,278,045

　入学金収益 24,133,200

　検定料収益 4,773,000

　補助金等収益 2,375,600

　寄附金収益 0

　資産見返負債戻入

　　資産見返運営費交付金等戻入 5,755,104

　　資産見返寄附金戻入 134,968

　　資産見返物品受贈額戻入 12,485,193 18,375,265

　財務収益

　　受取利息 5,020

　雑益

　　財産貸付料収入 8,104,954

　　文献複写料収入 355,202

　　科学研究費補助金間接経費収入 2,358,000

　　その他の雑益 3,622,738 14,440,894

　　　　経常収益合計 904,691,461

　　　　　経常利益 6,811,927

臨時損失

　固定資産除却損 1

臨時利益

　除売却資産見返物品受贈額戻入 1

当期純利益 6,811,927

目的積立金取崩額 28,284,535

当期総利益 35,096,462

損　益　計　算　書

(平成31年4月1日～令和2年3月31日)
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（単位：円）

　Ⅰ　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 190,836,134

　　　　　人件費支出 △ 616,916,236

　　　　　その他の業務支出 △ 57,616,621

　　　　　運営費交付金収入 658,067,000

　　　　　授業料収入 183,809,700

　　　　　入学金収入 24,133,200

　　　　　検定料収入 4,773,000

          補助金収入 2,375,600

　　　　　寄附金収入 0

　　　　　その他収入 14,200,069

　　　　　預り金収支差額 1,576,884

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 23,566,462

　Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　定期預金の預入による支出 △ 200,000,000

　　　　　定期預金の払戻による収入 200,000,000

　　　　　有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 6,925,060

　　　　　　　　　小　　計 △ 6,925,060

　　　　　利息及び配当金の受取額 5,020

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,920,040

　Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　　リース債務の返済による支出 △ 4,478,894

　　　　　　　　　小　　計 △ 4,478,894

　　　　　利息の支払額 △ 105,922

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 4,584,816

　Ⅳ　資金増加額 12,061,606

　Ⅴ　資金期首残高 159,181,466

　Ⅵ　資金期末残高 171,243,072

キャッシュ・フロー計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）
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(単位：円)

Ⅰ　当期未処分利益　 35,096,462

　　　当期総利益　 35,096,462

Ⅱ　利益処分額

　　　設立団体の長の承認を受けようとする額

利益の処分に関する書類(案)

　　　地方独立行政法人法第40条第３項により

　　　　教育研究の質の向上並びに組織運営及
35,096,462 35,096,462

　　　　び施設設備の改善等積立金
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（単位：円）

　Ⅰ　業務費用

　（１）損益計算書上の費用

　　　業務費 826,642,844

　　　一般管理費 71,130,759

　　　財務費用 105,922

　　　雑損 9 897,879,534

　（２）（控除）自己収入等

　　　授業料収益 △ 184,278,045

　　　入学金収益 △ 24,133,200

　　　検定料収益 △ 4,773,000

      寄附金収益 0

　　　資産見返負債戻入 △ 696,349

　　　財務収益 △ 5,020

　　　財産貸付料収入 △ 8,104,954

    　文献複写料収入 △ 355,202

　　　その他雑益 △ 3,622,738 △ 225,968,508

　　業務費用合計 671,911,026

　Ⅱ　損益外減価償却相当額 80,819,399

　Ⅲ　引当外賞与増加見積額 △ 4,350,486

　Ⅳ　引当外退職給付増加見積額 14,607,701

　Ⅴ　機会費用

　　　国又は地方公共団体財産の無償又は減額

　　　された使用料による貸借取引の機会費用

　　　地方公共団体出資の機会費用 1,471,047 7,019,827

　Ⅵ　行政サービス実施コスト 770,007,467

行政サービス実施コスト計算書

（平成31年4月1日～令和2年3月31日）

5,548,780
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注 記 事 項 

 

Ⅰ 重要な会計方針 

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 

期間進行基準を採用しています。 

なお、岐阜県から使途の特定を受けている運営費交付金については費用進行基準を採用しています。 

 

２．減価償却の会計処理方法 

定額法を採用しています。 

耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用し、岐阜県から承継した固定資産については承継時

の残存耐用年数により償却しています。 

ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法に基づき償却しています。 

また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第85）の減価償却相当額については、損益外減価償却累

計額として資本剰余金から控除して表示しています。 

（１）有形固定資産 

主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 

建物      5～37 年 

構築物     4～30 年 

工具器具備品  4～ 8 年 

車両運搬具     6 年 

（２）無形固定資産 

主な資産の利用可能期間は以下のとおりです。 

ソフトウェア    5 年 

 

３．引当金及び見積額の計上基準 

 （１）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準 

   賞与については、運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与引当金は計上していません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、地方独立行政法人会計基準第86

第2項に基づき計算された当事業年度末の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計

上しています。 

 （２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 

   退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上して

いません。 

   なお、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、地方独立行政法人会計基準

第87第4項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 

 

４．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 最終仕入原価法による原価法に基づく低価法により評価しています。 

 

５．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 

（１）国又は地方公共団体財産の無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用の計算方法 

固定資産税評価額に基づき計算しています。 

（２）地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率 

「地方独立行政法人における行政サービス実施コスト計算書の機会費用算定の取扱いについて（留意
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事項）」（令和元年5月29日付け総務省事務連絡）に基づき、令和年3月末における10年利付国債の利回

りを参考に0.031％として計算しています。 

 

６．リース取引の会計処理方法 

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた

会計処理によっています。 

 

７．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 

 

 

Ⅱ 貸借対照表関係 

  運営費交付金から充当されるべき賞与見積額     41,171,722円 

  運営費交付金から充当されるべき退職給付の見積額  395,598,100円 

  （岐阜県からの派遣職員に対する退職給付見積額は、上記金額から除いています。） 

 

 

Ⅲ キャッシュ・フロー計算書関係 

１．資金の期末残高の貸借対照表科目の内訳 

    現金及び預金  221,243,072円  

    うち定期預金   50,000,000円   

資金期末残高  171,243,072円 

 

２．重要な非資金取引 

現物寄附による固定資産の取得 

   図書         387,698円 

 

 

Ⅳ 行政サービス実施コスト計算書関係 

１．引当外退職給付増加見積額には、岐阜県からの派遣職員に係る見積分△16,392,430円が含まれています。 

 

２．機会費用の内訳 

  無償又は減額された使用料による貸借取引の機会費用は羽島市によるもの、地方公共団体出資の機会費用は

岐阜県によるものです。 

 

 

Ⅴ 金融商品の時価等に関する注記 

１．金融商品の状況に関する事項 

当法人は、資金運用については短期的な預金並びに国債、地方債及び政府保証債等に限定し、設立団体から

の長期借入及び金融機関からの短期借入により資金調達を行うものとしています。 
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２．金融商品の時価等に関する事項 

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。 

（単位：円） 

 貸借対照表計上額(*1) 時価(*1) 差額(*1) 

(1)現金及び預金 

(2)未収入金 

(3)リース債務 

(4)未払金 

221,243,072  

632,004  

(4,565,877) 

(37,315,051) 

221,243,072  

632,004  

 (4,565,905) 

(37,315,051) 

－ 

－  

(28) 

－ 

(*1) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 

(注) 金融商品の時価の算定方法 

(1)現金及び預金、(2)未収入金、(4)未払金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。 

  (3)リース債務 

    リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規にリース取引を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。 

 

 

Ⅵ 資産除去債務に関する注記 

 当法人は羽島市と土地使用貸借契約を締結し、当該借地上に職員宿舎の建物を有しており、契約解除の際に

は原状回復に係る債務を有しております。 

 資産除去債務の見積もり額は、大学運営全体からみて金額的に重要性はないため、当該債務に見合う資産除

去債務は計上しておりません。 

 

Ⅶ 賃貸等不動産の時価等に関する注記 

該当する事項はありません。 

 

Ⅷ 重要な債務負担行為 

該当する事項はありません。 

 

Ⅸ 重要な後発事象 

該当する事項はありません。 



附　属　明　細　書

（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費（「第85　特定の償却資産の減価にかかる会計処理」及び「第88　資産除去債務に係る特定
の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：円）

資産の種類 期首残高
当期

増加額
当期

減少額
期末残高

減価償却累計額 減損損失累計額
差引

当期末残高
摘
要

当期償却額
当期

損益内
当期

損益外

有形固定資産
（特定償却資

産）

建物 2,853,019,320 0 0 2,853,019,320

建物附属設備 633,080,000 0 0

工具器具備品 17,913,547 1,825,200 0 19,738,747

633,080,000

776,302,090 77,830,592

7,234,469

車両運搬具 3,591,691 0 0 3,591,691 3,160,867 598,614

2,076,717,230

6

12,504,278 2,390,193

633,079,994 0

有形固定資産
（特定償却資産

以外）

構築物 220,160,356 0 0 220,160,356

430,824

計 3,507,604,558 1,825,200 0 3,509,429,758 1,425,047,229 80,819,399

158,638,835 9,077,794 61,521,521

0 0 0 2,084,382,529

図書 431,557,547 7,170,296 4,111,089 434,616,754

工具器具備品 60,022,289 0 2,786,020 57,236,269

0 0 434,616,754

7,115,440 6,156,69351,079,576

計 713,663,177 7,170,296 6,897,109 713,936,364

車両運搬具 1,922,985 0 0 1,922,985

211,641,395 16,193,234 0 0 0 502,294,969

0 11,922,984

0 0 1,234,960,000
非償却資産

土地 1,234,960,000 0 0 1,234,960,000

計 1,234,960,000 0 0 1,234,960,0001,234,960,000 0 0 0 0 0

有形固定資産
合計

土地 1,234,960,000 0 0 1,234,960,000 0 0

構築物 220,160,356 0 0 220,160,356

建物附属設備 633,080,000 0 0 633,080,000 633,079,994

158,638,835 9,077,794

9,505,633

1,234,960,000

建物 2,853,019,320 0 0 2,853,019,320 776,302,090 77,830,592 2,076,717,230

61,521,521

0 6

図書 431,557,547 7,170,296 4,111,089 434,616,754

工具器具備品 77,935,836 1,825,200 2,786,020 76,975,016

0 0 434,616,754

13,391,16263,583,854

計 5,456,227,735 8,995,496 6,897,109 5,458,326,122

車両運搬具 5,514,676 0 0 5,514,676

1,636,688,624 97,012,633 0 0 0 3,821,637,498

598,614 430,8255,083,851

9,446,328 787,197 0

無形固定資産

ソフトウェア 9,446,328 0 0 9,446,328

電話加入権 4,000 0 0 4,000

計 9,450,328 0 0 9,450,328 9,446,328 787,197

4,000 0 0

4,000

投資その他の
資産

長期前払費用 0 0 0 0 0 0

計 117,900 0 0 117,900 0 0

0 0 0 0

その他 117,900 0 0 117,900 0

0 0 0 117,900

0 0 0 0 117,900
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（２）たな卸資産の明細

（３）有価証券の明細
該当事項はありません。

（４）長期貸付金の明細
該当事項はありません。

（５）長期借入金の明細
該当事項はありません。

（６）引当金の明細
該当事項はありません。

（７）資産除去債務の明細
該当事項はありません。

（８）保証債務の明細

該当事項はありません。

（９）資本金及び資本剰余金の明細

（注１）資本金の期首残高には、岐阜県から承継された資産の価額を記載しています。

（注２）資本剰余金の期首残高には、岐阜県から譲与された資産の価額を記載しています。

（１０）積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細

①積立金及び目的積立金の明細

（注 １）当期増加額は、平成30年度の利益処分によるものです。当期減少額は、当該積立金の使途に沿った費用発生によるものです。

（注 ２）当期減少額は、当該積立金の使途に沿った費用発生によるものです。

その他

貯　蔵　品 112,792 297,650 0 225,068 0

（単位：円）

種　　　　類 期首残高

当期増加額 当期減少額

期末残高 摘　要当期購入・
製造・振替

その他 払出・振替

185,374

（単位：円）
区　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

計 4,717,680,000 0 0 4,717,680,000
資　本　金

地方公共団体出資金 4,717,680,000 0 0 4,717,680,000

資本剰余金

資本剰余金

　目的積立金 24,884,558 5,495,304 0 30,379,862

差　　　引　　　計 △ 1,319,339,272 △ 75,324,095 0 △ 1,394,663,367

計 24,888,558 5,495,304 0 30,383,862

　地方公共団体からの譲与 4,000 0 0 4,000

損益外減価償却累計額 △ 1,344,227,830 △ 80,819,399 0 △ 1,425,047,229

（単位：円）

区　　　　　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

合　　　　　　計 143,732,760 43,145,590 63,889,574 122,988,776

前中期目標期間繰越積立金 87,980,124 0 30,109,735 57,870,389 （注 ２）

教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設
設備の改善等積立金

55,752,636 43,145,590 33,779,839 65,118,387 （注 １）
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②目的積立金の取崩しの明細

（１１）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①運営費交付金債務

②運営費交付金収益

（１２）地方公共団体等からの財源措置の明細

該当事項はありません。

（１３）役員及び教職員の給与の明細

（注１）役員に関する報酬等は、「公立大学法人岐阜県立看護大学役員報酬規程」に基づいて支給しています。

（注２）教職員の給与は、「公立大学法人岐阜県立看護大学職員給与規程」に基づき、教員の退職手当は、「岐阜県立看護大学職員退職手当

（注３）役員、教職員の支給人員は、期間における平均支給人員を記載しています。また、退職給付の支給人員には総支給人員を記載しています。

（注４）報酬又は給与欄には各手当を含み、法定福利費は含みません。

（１４）開示すべきセグメント情報

当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略します。

（単位：円）

区　　　　　　分 金　　　　額 摘　　　　　　　　　　　要

目的積立
金取崩額 教育研究の質の向上並びに組織運

営及び施設設備の改善等積立金

28,284,535
教育目的の少額備品の購入、教育研究の質の向上並びに組織運営改善目
的の費用発生による

その他 5,495,304 教育目的の固定資産の購入

計 33,779,839

（単位：円）

交付年度 期首残高
交付金

当期交付額
当期振替額

期末残高

0
令和元年度 0 658,067,000 638,668,418 0 638,668,418 19,398,582

運営費 資産見返 小　　　計
平成30年度 17,642,019 0 17,642,019 0 17,642,019

19,398,582

（単位：円）
業務等区分 平成30年度交付分 令和元年度交付分 合　　　　計

合　　　計 17,642,019 658,067,000 656,310,437 0 656,310,437

役　　員

常　勤 15,036,549 1 0

期間進行基準 0 634,959,048 634,959,048
費用進行基準 17,640,104 3,711,285 21,351,389

合　　　　計 17,640,104 638,670,333 656,310,437

（単位：円、人）

区　　　　分
報酬又は給与 退職給付

支　給　額 支給人員 支　給　額 支給人員

0

計 16,139,884 4 0 0

非常勤 1,103,335 3 0 0

11,561,389 3

0 0

常　勤 479,331,275 70

合　　計

常　勤 494,367,824 71 11,561,389 3

515,359,375 99

教職員

計

非常勤 36,028,100 29

計 531,499,259 103 11,561,389 3

非常勤 37,131,435 32 0 0

11,561,389 3

　規程」に基づき支給しています。
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（１５）業務費及び一般管理費の明細

教育経費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

保守費

損害保険料

行事費

諸会費

会議費

報酬・委託・手数料

奨学費

減価償却費

研究経費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

修繕費

諸会費

会議費

報酬・委託・手数料

雑費

教育研究支援経費

消耗品費

備品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

（単位：円）

9,180,190

3,446,786

4,445,388

8,875,192

7,184,187

82,270

45,789,371

2,943,200

738,720 89,205,217

8,764,427

2,654,700

3,736,531

62,482

3,000

31,200

32,000

40,700

1,871,900

592,350

14,733,074

20,291 36,709,160

1,005,164

720,240

5,074,858

3,065,978

368,333

451,845

13,331,848

970,860

59,400

1,945,453

93,114
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通信運搬費

賃借料

諸会費

報酬・委託・手数料

減価償却費

図書費

雑費

役員人件費

報酬

賞与

退職給付費用

法定福利費

教員人件費

常勤教員給与

給料

賞与

退職給付費用

法定福利費

職員人件費

常勤職員給与

給料

賞与

退職給付費用

法定福利費

非常勤職員給与

給料

法定福利費

一般管理費

消耗品費

印刷製本費

水道光熱費

旅費交通費

通信運搬費

賃借料

車両燃料費

福利厚生費

保守費

26,316,388

255,700

28,030,007

2,421,274

4,111,089

6,480

605,102

278,247,648

112,176,072

11,561,389

78,146,715

12,083,872

4,056,012

0

1,750,909 17,890,793

14,301,122 103,208,677

36,028,100

58,695,638 460,680,747 460,680,747

67,438,552

21,469,003

0

871,885

1,103,606

305,851

122,542

569,685

842,772

4,773,435 40,801,535 144,010,212

1,925,213

2,212,344

3,648,174
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修繕費

損害保険料

広告宣伝費

行事費

諸会費

会議費

報酬・委託・手数料

租税公課

減価償却費

交際費

雑費

（１６）寄附金の明細

（１７）受託研究の明細
　該当事項はありません。

（１８）共同研究の明細
　該当事項はありません。

（１９）受託事業等の明細
　該当事項はありません。

（２０）科学研究費補助金等の明細

1

14

2

2

19

（注）間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　）内に記載しています。

23,885,393

2,653,500

13,820,437

11,000

22,435 71,130,759

16,136,875

1,556,682

21,600

8,400

1,361,105

51,260

大学 387,698 238 現物による図書の寄附

合　　　　計 387,698 238

（単位：円）
区　　　　分 当期受入額 件　　　数 摘　　　　　要

（円） （件）

（単位：円）

種　　　目 当期受入額 件　　数 摘　　要

基盤研究（C)
(6,860,000)

2,058,000

若手研究（B)
(800,000)

240,000

基盤研究（B)
(200,000)

60,000

若手研究
(0)

0

合　　　計
(7,860,000)

2,358,000
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（２１）上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①現金及び預金の明細

②資産見返物品受贈額の明細

③未払金の明細

（単位：円）

区　 　分 残　　 高 摘　 　要

　現金 0

合　　　計 221,243,072

（単位：円）

区　 　分 残　　 高 摘　 　要

　普通預金 171,243,072

　定期預金 50,000,000

　図書に係る分 331,960,244

　車両運搬具に係る分 1

　構築物に係る分 61,521,521

　工具器具備品に係る分 2

合　　　計 393,494,958

（単位：円）

相　　手　　先 残　　　　高 摘　　　　要

　その他投資その他の資産に係る分 13,190

株式会社　岐中販警備部 2,101,000

株式会社岐阜造園 1,883,750

退職金 9,026,406 教員１名

西日本電信電話株式会社 4,474,316

株式会社方円堂 1,698,141

アズビル株式会社 1,320,370

有限会社ユウワ 1,837,000

印刷の一誠社 1,724,921

その他 10,827,536

合　　　　計 37,315,051

丸善雄松堂株式会社 1,211,573

中部電力株式会社 1,210,038
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第１０期（令和元年度） 

 

自 平成３１年４月 １日 

至 令和 ２年３月３１日 

 

 

 

 

 

 

公立大学法人 岐阜県立看護大学                                        



（単位：円）

区　　　　分 当初予算額 決算額 差　　額 備　考

　収入

　　運営費交付金 691,000,000 658,067,000 △ 32,933,000

　　自己収入 231,000,000 230,105,015 △ 894,985

　　　授業料等収入 216,000,000 215,659,100 △ 340,900

　　　雑収入 15,000,000 14,445,915 △ 554,085

　　補助金収入 0 2,375,600 2,375,600

　　寄附金収入 0 0 0

　　目的積立金取崩 37,000,000 33,779,839 △ 3,220,161

計 959,000,000 924,327,454 △ 34,672,546

　支出

　　業務費 895,000,000 829,991,951 △ 65,008,049

　　　教育研究経費 238,000,000 208,827,887 △ 29,172,113 注1

　　　人件費 657,000,000 621,164,064 △ 35,835,936 注2

　　一般管理費 64,000,000 57,969,452 △ 6,030,548 注3

計 959,000,000 887,961,403 △ 71,038,597

令和元年度　決算報告書

注1　差額の主な原因は、研究経費の節減等によるものであります。

注2　差額の主な原因は、育児休業取得等に伴う支給人数の減によるものであります。

注3　差額の主な原因は、特別運営費交付金財源による施設修繕関係によるものであります。




